
住民組織への提案
自治会町内会実態調査から

１ 人はなぜ組織を作り，

こと，またこの会員についても

階層化が進んでいることなどが

特徴的にあげられる。このよう

な地域的包括組織は，昭和38年

８月で1,259団体，昭和45年９

月現在で1,843団体ある。その

間の増加数は584団体である。

＜表１＞

人口数において，年平均91,000

人，組織数においては，年平均

80団体の増加数である。これを

加入率でみると, 39年７月にお

いて本市総世帯総数の78％の世

帯がこの組織に加入し，その率

は人口の急激な伸びにもかかわ

らず，44年４月においては86.2

％数と加入率は高まっている。

そこで団体の増加数を区別にみ

たのが表２である。この表中も

っとも増加率の高い磯子区を例

にとると，46団

が団地＜市街地高層住宅，宅地

開発＞によるものであり，旧来

の町内会組織はその区域内の世

帯増を吸収しつつ，区域的には

なんら変っていないといってい

い。自治組織の増加は，このよ

うな高層アパート・宅地開発・

大規模団地・会社寮等の建設に

より地域町内会から分離独立し

たもの，あるいは区域内の世帯

増により分割されたもの，ある

いは役員や住民の意見の相違に

より分裂したもの等が考えられ

る。＜図１＞

＜２＞　人々が組織に加入する

動機には，表３のように，長＜

自治会長，地区連合会長＞の努

力もあると思われるが，しかし

そればかりではあるまい。ある

体から117団体

と71団体増加し

ているが，この

うちの60団体は

汐見台団地の出

現によるもので

ある。磯子区で

は，これ以外の

組織もほとんど

表２―単位町内会
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また加入するのか

＜１＞　横浜市では，自治会・

町内会等に地域振興協力費を支

出するにあたり，これらの組織

を次のように規定している。1.

町・丁・目の全部または一部を

単位とする一定の区域を有する

もの，2.その区域の住民のうち

入会するものを会員として，自

主的に運営されているもの，3.

主として地域住民の福祉を増進

するための事業を行なっている

もの。

そこで１の区域の点であるが，

最近多く結成される組織は，今

までのような平面的なつながり

によるものより，建物の高層化

によりより立体的になっている

表１

行政研究

佐久間健生



自治会の役員が次のようにいっ

ている。結婚当初は，町内会な

どは募金や広報がまわってく両

だけの関心しかなく，つきあい

は，いわゆる向こう３軒両隣り

でいいと考えていたし，また，

それですんでいたが，子供が大

きくなり学校へ行くようになる

と，町内の思いもかけない人達

とのつきあいがはじまり，それ

から，この組織というか，町内

に関心をもつようになった。

神奈川県の昭和40年の地域住民

組織と自治意識の調査によると
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加入している理由として近隣と

の親睦をあげ，それが常に高率

を占めていることは事実であ

る。しかし，このために親睦を

必要としない人達，わずらわし

いと思う人達の拒否にあうのは

避けられない。これはこの組織

に関心があるなしの問題ではな

い。未加入者にも積極的な理由

がないと同時に加入している人

達でも，近隣との親睦というこ

とでは積極的な参加意識が生れ

てこないのは当然であろう。

昨年私の友人から「武蔵野の面

影をしのばせ…田舎ですが空

気はいい……」という内容の転

居通知がきた。東京のあの非人

間的環境から逃れて新居を得た

喜びが文中に溢れているように

思えた。それから半年ほどたっ

て「この団地にも家が建ち始

め，いろいろと問題もあるの

で，いま自治会結成の話がでて

います」という内容のはがきが

きた。親睦のため，あるいは道

路・清掃・学校・防犯灯等の生

活環境の整備のためか，結成の

理由はさまざまであろう。しか

し山を崩し，田畑をつぶした土

地に，都市的施設の充実を求め

ることは，たとえ無理だと思っ

ても，生活環境への不満はすぐ

自治体その他への要求となって

現われてくるだろう。先日もあ

る団地に住む婦人から電話があ

って，いろいろと環境の不備に

＜図１＞

積極的に加入していないと答え

た人は全体の3.4％にしかすぎ

ず，それも，半数以上は非加入

に理由があってのことではな

い。しかし，加入している人達

も，親睦や生活防衛・環境整備

等の役割を認めてはいるが20％

近くが組織に批判的な考えをも

っている。また，東京都が42年

に行なった家庭生活と地域環境

に対する調査でも，組織の活動

に対して32％が協力を拒否して

いる。だが，多数の人達はこの

組織に加入する動機，あるいは

表３―町内会未加入者の扱い



ついていわれたあげく，私も市

民として税金を払っているのだ

からなんとかしろということで

あった。たしかに，資本主義の

高度化と急激な都市化現象の中

で，新しい市民意識が生れつつ

あるかのようにみえる。古い共

同体意識の中で温存されてき

た。他人への義理・つきあい・

おもわく・伝統的権威に対する

服従といったものはぬぐいさら

れつつある。しかし，権利の主

張に伴う責任の自覚，都市とい

う集団社会でのルールを育て確

認する，税金のゆくえを監視す

るという段階にまでは至ってい

ない。生活環境の不備について

は，最近横浜北農協で行なった

港北区・緑区内の新住世帯の調

査でも597世帯のうち158世帯

が生活環境についての苦情を

市・区・自治会等に陳情した経

験をもっている。

毎日新聞の最近の世論調査で

も，身近な問題で不満があると

き，まず最初に相談する人とし

て31％の人達が町内会役員をあ

げている。また，市民の生活

意識調査では，48.2％の人達が

身の廻りの不満や要求を市政に

反映させる方法として町内会・

自治会全体で行なうのがいいと

回答している。自治会長へのア

ンケートでも会員からの苦情

・相談ごとで一番多いのは，市

＜県・国＞に対する要望＜51.3

％＞であると述ぺている。＜表

４＞

「横浜市では町内会に加入しな

いと広報ももらえず，予防注射

の日も教えてもらえないと，住

民登録するとき教えて下さい」

これはある主婦の市長への手紙

の一節である。この人の前住

地の小都市では，広報は新聞

折り込みで配布され，予防注射

の接種日ははがきで通知があっ

たと嘆く。たしかに，保健所で

は，「接種日は広報または保健

所だよりに出ています。それは

町内会の役員，あるいは保健指

導員によって配布されているは

ずです」と答えるしかないので

あろう。しかし，それらは現実

には町内会未加入者の家は素通

りしてしまうのが実態である。

市民としての権利は住民登録で

はなく町内会へ加入することに

よって発効するのではないかと

いう感をいだかせる。横浜市だ

けではなく，全国的に自治会，

町内会組織はその発生から，親

睦・相互扶助という機能のほか

に，行政の下請け・補完という

役割を上から押しつけられてき

た。それが昭和15年の内務省の

部落会町内会等の整備要領によ

る上意下達の行政補助組織への

整備であった。広報の配布，各

種行政協力委員の選出，募金，

町内のとりまとめ等はどこでも

一般的に行われているが，住民

登録をするにも組織の長の認め

印がなければいけないというの

には驚いた，とは九州のある地

方へ転勤した友人の話である。

組織の人々の意見とそ

表４―苦情とか相談で一番多いのはどんな事ですか

　＜１＞次に組織の総括的な現

状をみてみよう。市民の生活意

識調査によると30.5％の人達が

横浜の都市づくりを住宅中心に

するよう望んでいるが，これを

会長の職業によってみると表５

のとおりである。38年から45年

にかけて組織された自治会が

584団体あり，それらほとんど

が宅地開発によって結成された

組織であるから，これらの会長

がいわゆる会社員，公務員等の

サラリーマンであることは間違

いない。いまやこの２つの職業

で，全自治会長の半数近くにま
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の活動

２



表５

表７―自治会町内会を構成している住民

表８

で迫ろうとしている事実は，前

記のアンケートを裏付けるもの

と思われる。しかし，後述する

ように，これらの組織の構成世

帯は比較的少数で，包括する区

域も狭いということである。区

別での特色をみると西区・中区

が商業で43％，51％旭区・瀬谷

区が公務員・会社員で49％とそ

れぞれの区の環境をあらわして

いる点である。

これを居住地域別にみると表６

のようになる。ここでも住宅地

域が圧倒的に高率だが，これも

その組織の包括する区域の面積

を計算に入れておく必要もある

と考えられる。

古い新しいの概念は人によって

違うかもしれないが，10年ひと

昔のたとえもあるので，仮に35

年10月の人口をみてみると，

137万余，45年10月が237万余

なので，この10年間に42％の増

ということになる。約半数は新

表６

市民ということであるが，表７

によると，全市の自治会町内会

のうち46.6％は新市民だけによ

る組織ということである。これ

は主として50から100世帯，多

くても200世帯以下の団地・

寮・中高層住宅と考えられ，ま

た両方の住民＜45.4％＞とは，

そのようなものを区域内に包含

している場合，または組織の区

域内に，個々に建られた私営ア

パート・－戸建住家・または独

立するには少数の住宅群等であ

ると考えられる。＜図１参照＞

ここで次に組織の長について焦

点をあててみよう。長になった

きっかけは上の表８のとおりで

ある。そこでこれを前記の住民

別にみると，次の表９となる。

新しい住民には輪番制や推薦さ

れて止むを得ないという消極的

姿勢が昔からの住民と比較して

強く感じられるが，しかし，自

から進んでという率も全体比の

中で高いことに注目したい。

そこで，これらの長が本市及び

現町内に居住している年数を10

年以上の単位で比較してみる

と，本市在住が77.2％,現町内

居住が65.6％である。この差が

市内移動率と考えられる。これ

を区別にみると鶴見区では，10

年以上本市在住106人中現町内

居住が105人であるが，これが
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表９―町内会長になったきっかけ

旭区になると112人中97人で約

30％の移動率，瀬谷区が112人

中82人で約27％の移動率となっ

ており，昭和35年における本市

内区間移動率23.3％と比較でき

る数字であろう。また長の在職

年数は，鶴見区・神奈川区・西

区・南区で10年以上が27％～31

％，これと対照的に港南区・旭

区・緑区・瀬谷区等では83％～

87％が５年未満の長である。全

市には５年未満が63.3％，10年

末満が18.3％，10年以上が16.7

％であるから前記の区は全市平

均よりそれぞれきわだって高率

と考えられる。しかし，大多数

＜85.1％＞の会長は５年末満が

適当と考えているから，推薦さ

れて止むを得ずという消極的な

ものとなってあらわれている。

しかし，ここで表10をみていた

だきたい。大規模な住宅団地で

表11

表12

は，その団地内で数多くの小さ

な自治会が，建物の構造・居住

者の職業や階層別に構成され，

輪番制などを採用されて就任し

た長のほとんどが１年で交代し

ているということである。そこ

でこれらの長の年令を表11でみ

ると，本市全体人口における20

代から40代の39年度から45年度

へかけての伸び率は4.6％と推

定されるが，これは39年度から

45年度にかけての20代から40代

への伸び率5.1％とほぼ見合う

数字と思われる。しかし，会長

の異動率が過去10年間において

30％の鶴見区においては表12の

ように，10年前の50才代がその

まま60才代に移行しているよう

である。異動率が15％の磯子区

においては，組織が47から105

と約倍以上になっており，それ

ぞれの年代において増加を示し

ているが，特に20才代から40才

代までの増加が著しく，その合

表10
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表13―1一決算総額

表13―2――主要なる収入額＜会費＞

計率は本市平均

より高い。これ

はもちろん汐見

台団地その他に

よるものだが，

ここで両区に共

通なのは60才代

から70才代が本

市平均より高い

点である。鶴見

区については異

表13―3―主要なる支出額＜運営費＞

表13―4―運営費の支出別比

表13―5―事業費

表13―6―事業費の支出別比
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動率の低さをあげられるが，磯

子区では無職の長が全体の20％

の高率を占めていることで証明

されよう。

＜２＞　それでは組織はどのよ

うな活動を行なっているか，そ

れを収入・支出面でみたのが表

13である。まず収入面で，過半

数を占めるのは会費であるが，

これは39年度において，月額に

おいて70円以上200円未満が全

表13―7――会館，事務所維持費

表14―会費を値上げした

表15―1

表15―2

表15―3―灯種別数



表16体の59.9％を占めていたが，43

年度においては，69.3％と増額

の傾向にある。それを裏付ける

のが，全体で21.2％の組織が最

近会費を値上していることであ

る。その理由が物価上昇・会の

事業の充実，市や県・各種団体

の協力事業が多くなったという

ことで説明されている。しかも

組織の活動の活発的なところ

も，平行線をたどっているとこ

ろも，低下しているところも，

それぞれ値上の理由としては，

事業の充実を第１にあげてい

る。そして全体的にいって，活

発なところほど，値上した率が

高いということである。＜表

14＞

運営費は，人件費と分担金が増

えているが，配布物や会の事務

処理に人を雇って，あるいは謝

礼を出している組織が増えつつ

ある証拠であろうか。事業費は

防犯灯の維持管理新設費や共同

募金・日赤社費・保護観察協会

費・体育協会費等の各種募金，

保健衛生，防犯防火等の生活環

境の維持・福祉厚生・レクリエ

ーション・青少年活動補助等の

親睦を中心としたもの等である

が，これが全体比の中で減少し

ているにもかかわらず，土木費

が増えているのは，環境整備に

問題の多い郊外地に自治会が生

れているからであろう。これを

市民要望の強い防犯灯について

表17

みると次の通りである。＜表

15＞

全市的にみると43年度において

は39年度にくらべて49％の増と

なっているが，対照的な２区を

みてみると，数字が大分変って

くる。その内容を説明したもの

が灯種別数である。西区では町

が古いため，既存の白熱灯＜裸

電球＞をより明るい，手間のか

からぬ螢光灯・水銀灯に新設し

なおしているための減であり，

港北区＜緑区＞においては，宅

地開発等による世帯増や，商店

街の発展のため螢光灯・水銀灯

が飛躍的に伸びたとみてよいだ

ろう。また会館・事務所の維持

費が増えているが，これは建物

数が39年度において485戸＜全

体比36.4％＞43年度において

621戸＜全体比37.8％＞と増加

していることで説明されよう。

次に，会員が関心を示している

事業とはなにか。それが次の表

16である。

レクリエーション事業とは，各

種スポーツ・キャンプ・旅行会

等をさし，環境整備事業とは，

防犯＜防犯灯＞・保健衛生・防

火・土木等をさし，文化事業と
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表19一会員は会の運営や事業に協力的か

は，講演会・各種趣味の講座・

見学会・読書会等をさし，福利

厚生事業とは，食料品・日用品

のあっせん・敬老・災害見舞等

をさしている。

そこでこれを区別にみた時，も

っとも対照的なのが次の表17で

あるが，よくその区の特色をあ

らわしていると思われる。次に

これから力を入れたい事業であ

るが＜表16＞これをみると，組

織の活動内容の充実を図ろうと

する意欲が充分みられる。環境

整備事業は依然として高率であ

り，組織存立の主体的要件を示

し，また環境に対する不満や生

活向上のための要求が強いこと

を明らかにしている。そこでこ

れを新・旧住民別でみてみると

表18になる。

会員はみな環境整備を第１にレ

クリエーションを第２にあげて

主たる関心を示しているが，今

後力を入れたい事業となると，

組織の長としては，会員の生活

表21―町内会役員のなり手はどうか

に結びついた福利厚生事業に魅

力をもっているといったところ

か。

そこで，これら事業や会の運営

に対して会員は協力的であろう

か。表19の数字によると会員は

思いのほか協力的であるが，こ

れを新・旧住民別にわけてみる

と，その協力度合が変ってく

る。＜表20＞協力的でないと答

えた組織の大部分は新しい住民

で構成され，協力的という組織

の過半数は新・旧両方の住民で

構成されている。そこでこの組

織を運営する役員のなり手はど

うか。＜表21＞

少ないので苦労している組織が

全体の60.9％もある。これは，

全区ほぼ平均して同じ数字が出

ているところをみると，市街地

も郊外地もあまり変りがないと

いったところか。そこでこれを

住民側にみると，少ないので苦

労している組織の半数＜30.2

％＞は新しい市民で構成されて

いるが，しかし，なり手が多い

と答えた組織，2.4％のうちの

1.9％もやはり新しい住民で構

成されている組織である。そこ

で役員会等への出席はどうであ

ろうか。＜表22＞

役員会を開いたことのない組織

の大部分＜1.40％＞は新しい住

民の組織であり，鶴見区・中区

・南区・緑区を除いて全区に散

在している。

表22

自治会町内会の事業面，運営面について
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行政とのかかわりあい

住民組織は，生活防衛・環境整

備・親睦といった本来の役割の

他に，その地域的包括性ゆえ

に，常に行政の下請け・末端化

３

表20



表23

表24

表25

という悲しむべき歴史のうちに

その組織の存在を確立してき

た。

　「役所の仕事をしなくなった

ら，君，町内会など入る者はい

ないよ」とはある会長の言葉だ

が，けだし名言である。

戦後，自主的民主的組織として

再生したが，依然として行政が

その組織を利用し，下請化して

いることに変りない。全国的に

見ても　自治会長・広報委員・

町総代・協力委員・区町・区世

話人等名称は変っても組織の代

表27

表が地区内をとりまとめ，広報

の配布・各種役員の推薦・各種

募金等に従事している。

表23は，ある区の町内会長あて

にきた行政＜市・県・国＞と，

行政とかかわりの深い民間団体

からの依頼事務や文書の年間総

数である。地域や年度によっ

て，種類や数に変動があると思

われるが＜その平均値は別項参

照＞とにかく多いことに驚かさ

れる。

そこで，これら依頼業務を合め

て会長はその職務を負担と感じ

ているか，その実感が次の表24

である。「地域のためだから」

ということで自らを納得させな

がらも，負担と感じている人達

が91.9％という数字は，この組

織のあり方，むずかしさを物語

っている。その負担と感じてい

る内容が表25である。会の運営

や地域福祉増進のための諸事業

を行なうよりもなによりも，そ

の依頼業務がたとえ地域のため

になるとしても，行政やそれに

関係する民間団体からの依頼業

務の処理に苦労していることが

わかる。

そこで，その依頼業務で特に負

担と感じている点をあげてもら

ったのが表26である。委員や役

員の推薦依頼に，一番負担を感

じているのは，なり手が多くて

も少なくても困る，とりまとめ

の苦労であろう。行政が地域の
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利用するなという強い反対意見

をもち，拒否反応が過半数を占

めていることに注目しなければ

なるまい。

活動に参加できる余裕のある，

あるいは意欲のある市民の掘り

おこしをおこたり，組織の自主

性を尊重しているという美名に

かくれて，単に文書を送ってお

けば，あるいは声をかけておけ

ば，すぐ応答がえられる便利な

組織とみているところに問題が

あるのではないか。そこで，い

きおい兼職が多くなり，＜表

27＞行政自らが住民の志向と遊

離した中間伝達者を作る結果と

なる。次に負担と感じている文

書の配布はどうであろうか。配

布物が多いのでもっと整理して

欲しいとうったえる会長が，全

体の51％もいる。これらは実際

には80％の組織が班長等下部役

員が配っているのだから，会長

自身が配る11.1％とあわせて，

これらの人達の声でもあるだろ

う。そして，このような方法を

あきらめて，人を雇って配布し

ている自治会が全体の6.2％104

団体あるということである。中

区の27％を最高に港北区11％,

戸塚区6％と瀬谷区を除いて全

区におよんでいる。

昭和40年の県の調査によると，

これら行政の連絡事務を組織が

行なうことについて，32.5％の

人達が本来自治会は会員の親睦

や生活環境の整備と共同で行な

う組織であるとして，否定的意

見を，また32％の人達が行政は

その機構を充実して，自治会を

横浜市の住民組織は一見整然た

る秩序をもって組織されている

ようにみえる。

自治会は下部組織として平均18

世帯単位に班を構成し，また執

行面での活動を促進するために

82％以上の団体が部を設置し，

その中でもっとも多数を占めて

いるのは，保健衛生部であり防

火防犯部である。自治会は上部

連絡組織として，平均13団体ご

とに一地区連合町内会を結成

し，地区連合町内会は，区ごと

にその長の連絡組織＜区連＞を

形成している。これらの区連絡

会長の連絡団体

が市連合町内会

長連絡会であ

る。詳しいこと

は別掲で述べて

いるので，ここ

では毎月定例的

に行われている

Ｘ区とＹ区の連

絡会から11月の

議題を紹介して

みる。

Ｘ区＜中心区＞

１　市連絡会の報告について

①成人の日を祝うつどい

②町内会長感謝会

２　区連絡事項

①　青少年育成研究会の開催に

伴う周知方依頼

②成人の日を祝うつどい開催に

伴う周知方依頼

③町内会長永年在職者表彰式該

当者について

④火災予防週間に伴うチラシ配

布と電話相談コーナー開設

⑤東パキスタン災害に対する義

援金の募金について

Ｙ区＜郊外区＞

１　市連絡会報告について

２　区公会堂建設促進委員会の

設置について

３　白バラ教室の開催について

４　昭和46年度新年祝賀会につ

いて

５　国勢調査の協力感謝につい

４ 連合会組織について
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表29

て

６　年末助け合い運動の協力方

について

７　広報紙配布謝金について

８　町内会長感謝会について

９　成人式について

10　区ロードレース大会につい

て

11　区青少年育成研究会につい

て

12　飲酒運転追放運動について

13　防災功労者表彰について

14　第３次防犯街灯の設置につ

いて

15　鉄道小荷物配達区指定の陳

情結果について

ひと口に区連絡会議といって

も，それぞれの区の特質や，慣

習によって議事もさまざまであ

る。県・市行政機関の出先の

長，すべてが出席する区，必要

のたび出席する

が特に決めない

区，ほとんどの

区内住民との連

絡事項をこの区

連に一応発表す

る区，またそれ

ぞれに開く区等

やり方ほまちま

ちだが，どちら

にしても，自主

組織として協議

するというより

は，行政側から

の依頼・伝達事

項に承認を与えそれを下部に伝

達する機関としての役割が大部

分である。そこで行政は，この

人達との応接に特に神経を配

り，その頭をなでることに懸命

である。

そこでまず，連合会長とはどう

いう人達であろうか。前ページ

の表28を見て頂こう。職務的に

みるとＸ区，Y区のそれぞれの

区の特色が現われている。しか

しどちらにしても経済的・時間

的に余裕を生みだすことができ

る人達で，年令・在職年数・兼

職数はいずれも平均より高い。

単位組織の長には，就任と同時

に自動的に兼職するという役職

はあまりないが，地区連合会長

になると，この数が急激に増え

てくる。行政が地区連合町内会

単位をもっとも手っとり早い連

絡・協力組織とみなしているの

で，区が関係する民間団体・各

種委員会の役職が自動的に加算

されてくるからである。

表29のＡは仮に38年以降，連合

会が新設されなかった場合の交

代率である。Ｂでは新設数を含

めた連合会の昭和45年度におけ

る新人の割合を示した。旧市街

地の町内会長の異動率の低いと

ころは連合会長も交代が少ない

ことを示している。西区は連合

会長の死亡者が多いということ

もあって，この枠から抜けてい

る。

地区連合会は昭和28年に鶴見区

で組織されて以来，昭和31年平

沼市政により町内会組織を通ず

る広報よこはまの全戸配布，町

内会・連合会組織の育成，昭和

35年半井市政による広報委員会

の解消と連合会組織への全面的

きりかえ，地域振興協力費を単

位団体に加えて，連合組織にも

補助することという過程を通じ

てこの組織は確立した。36年に

は各区連合町内会長連絡会・市

連合町内会長連絡会が結成さ

れ，これらにも運営費の補助が

行われるようになった。

その包括する面積は大きなとこ

ろで18k㎡以上，小さなところ

で0.3k㎡というものもあり,構

成団体も３団体から56団体とま

ちまちである。連合会長との個

人的いさかいから１町内会を分

8
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裂させて数団体を作り，地区連

合会と称するとか，地域の問題

処理にあたり，役員間の意見の

相違から町内会が分裂して，連

合会になるとかという特殊な例

もあるが，多くは，団地等の出

現によりその団地だけで，ある

いは小規模団地の場合はそれら

が集合して，既存の地区連から

独立する例が多い。特に大規模

,団地はそれ自体で完結した地域

社会を形成しているので，いく

つにも単位組織は別れていても

連合体としてはまとまりやす

い。

ここでＡ区のＦという町をみて

みたいと思う。この町は面積に

図２

ものであるが，こういう組織過

程が，もっとも典型的なものと

いえる。

５―――人は都市に住んで幸福

か

私の知人は最近，雪国のある過

疎県に住む両親の懇望に心なら

ずも帰国し，家業を継ぐことに

なった。彼は大学を出，横浜に

就職し，もう二度とあの寒い退

屈な町には帰らないと常日頃か

らいっていた。緑の山・澄んだ

川・平和な山野のたたずまい

も，彼にとって古い共同体意識

8
4

して1.75k㎡世帯数は昭和38年

には2,346世帯あったが，昭和

40年2,993世帯，45年4,518世帯

と過去７年間に倍増した地区で

ある。８年前にはこの町の大半

を区域とするＦ町内会と，新住

民の集合体である０という自治

会があった。その後，宅地開発

等による人口の流入に伴い新住

民は３つの組織を結成したが，

Ｆ町内会自体も，区域内世帯数

の増加に伴い，平均350世帯の

自治会７つに分裂し，11の自治

会をもってＦ町を全区域とする

連合会が発足した。この町内会

の分裂は，自治活動をより円滑

に行いたいという希望にそった



表30－１
からくる圧迫感によって，すべ

てつまらぬものとして投げ捨て

なければならなかったのかもし

れない。しかしこの都市にい

て，彼の生活はどうであった

か。建て混んだアパート群の中

の狭い六畳の一室。近隣とのっ

きあいもなく，緊張度の高い職

場の仕事と，朝晩のラッシュ・

ゴミだらけの町角でのむなしい

享楽。めったに見られぬ青空

と，汚れた川や空気。それでも

彼はもはや二度と故郷へは帰る

気はなかった。それほど，都市

に人間は愛着を感じ，離れがた

いものなのだろうか。ヨーロッ

パの都市の多くが，苛酷な封建

領主との戦いによって，自らの

町を築きあげた歴史とまるで反

対に，日本では封建領主のおな

さけによって，その居住を認め

られ，明治以降の資本主義の興

隆の中で，単に労働力としてし

か価値を認められず，人々は都

市に農村から自らの意志で，あ

るいは生きるためにやむを得ず

集まってきた。明治初期におけ

る大人口県は，東京でも大阪で

もなく，新潟県であり，多くの

農村県であった事実は，その後

100年の人口移動の激しさを物

語っている。封建時代に土地に

しばりつけられ，きびしい生活

条件をしいられた農民が，都市

において幾分の自由を感じたと

しても，都市を単に労働市場と

表30－2

しかみない政策によれば，近代

的な都市機能の整備は望むべき

もなかったし，流入してきた人

達も，古い共同体意識をそのま

ま温存し，常にふるさとを志向

し，新しい市民としての自覚や

自治の精神を育成するまでには

至らなかった。戦後資本主義の

高度化は人口の都市集中を促進

し，交通・情報機関の発達は，

人々の生活空間を拡大し，行政

区域は，単に地図の上の赤い線

としか認識されなくなりつつあ

る。そして，都市間の移動率の

高さは，人々がその都市に来た

のは，その都市に魅力があるか

らでなく，職があり，住む家が

あり，知人が居，恋人が待って

いるからにすぎなくなってい

る。

毎日新聞の世論調査によると，

20代の50％がその土地を将来離

れたいと希望し，その数値は，

郡部より市部，市部よりも大都

市に移るに従って高まってい

る。昭和44年度の横浜市におけ

る転入者は295,736人である。

また転出者233,364人中その44

％を占めるのは20代の青年男女

である。その転居率は約20％だ

が，アメリカの都市部では，一

年間の転居率が25％にもおよん

でいるといわれる。東京のある

人口20万の都市の調査による

と，毎年５万人の人々が異動

し，5年ですっかりこの都市の

人々は入れ替る計算になると報

告しているが，このような人口

の流動化現象は，都市の自治を

むなしいものにすることにしか

役立たないであろう。

大都市の魅力度調査において横

浜市民は，他都市市民の平均値

より高い数値で，住宅難をあげ

ている。横浜市の住宅の総数

･は，昭和38年より43年にかけて

49.2％増加しているが，その過

半数は民営アパートを含めた共

同住宅であり，全体比の中で

は，3室から４室の空間を持つ

家が55％を占める。持家の比率

が低下し，1室から２室で84.8

％を占める民営借家アパート

が増加しているという実態は，

人口の流動化現象に即応し，

また，居住条件の悪化は，地域

への愛着を喪失させている＜

表30＞。市街地や丘陵にピッシ

リとはりついた二階建木造群を

みるとき，将来のスラムを思わ

8
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ざるを得ない。自然をコントロ

ールし，一見便益性を伴った機

械や施設があり，それを享受で

きる満足感が都市生活にはあ

る。しかし，大都市の市民がそ

の市民生活のよくない点として

あげている'交通混乱・住宅難・

物価高・公害・これらすべては

この資本主義社会で，都市住民

を含めて，我々自らが作り出し

てきたのだという自覚はあるだ

ろうか。文明が進み，繁栄が増

大することで人々は自らがはか

ない，傷つきやすい生命体であ

ることを忘れて，人を傷つけ，

殺し，やがて自らも傷つき，殺

されるというサイクルに陥って

しまっているといえる。さて，

これらの社会的矛盾をあるいは

解決することができるかもしれ

ない政治的権利はどうであろう

か。硬直化した選挙法は市民の

権利を一方的に奪いつつある。

単純な数字を拾ってみても，神

奈川県の有権者は山梨県の有権

者の半分しか権利を与えられて

いない。地方議員をみても，県

下のＡ町と比較した場合，Ａ町

では有権者500人が１名の町会

議員を選び，横浜の市民は18,

000人が１名の市会議員を選ぶ，

その権利はＡ町の37分の１であ

る。代議制度については，もは

や神話でしかないといわれては

いるが，しかし，自分の生活を

防衛することで精一杯だからと

いって，市民が政治や社会の出

来事に関心を持ち，それらに参

加する自由や権利まで手放して

よいものであろうか。

いま，横浜は激しい人口増加と

都市的基盤の整備をはかる作業

の中で大きく変わりつつある。

自治会・町内会もその区域の地

形や構成員の意識等の変化によ

り，徐々にでも変わりつつある

ことは事実である。長い伝統と

慣習をもつ旧市街地区，と農村

部から，急速に住宅地域化した

郊外地区のそれぞれの組織の内

部における相違をみて来た。し

かし，どちらの市民も都市生活

者としての共通の悩みの中で，

組織を作り，加入し，また活動

している。ボス化と無関心層と

いう二つの極端な表現でかたづ

けられてしまうこの組織が，こ

の都市の市民にとってもっとも

身近なものであるならば，これ

がどのようにして運営され，ど

のようにすればいきいきとした

運動体となってゆくかを考えて

みなければならない。

しかし，現実には図３のよう

に，行政やそれに関連する民間

団体の意図や指示は，住んでい

る住民不在の中で依頼され，

　「まかせとけ」という組織の長

の意識に裏打ちされて，多くの

運動や事業が行なわれている。

そのため，それは往々にして，

上からの運動として，または一

部の特定の人達の行動としてそ

のサークルの間での事件で終っ

てしまう。また地方の中都市に

匹敵するほどの人口を抱えた区

単位で運動や事業を行なう場

合，これを推進する区市民課や

その他の部門のスタッフの質

や，人員の問題もあり，めまぐ

るしく変動する都市化の中で，

あれこれと多方面に手を拡げ，

あるいはしなければならぬ仕事

に追われている現状では，それ

らが多くの市民の生活まで浸透

し，その反響を整理し，心ある

市民のエネルギーを吸収する作

業は至難といわざるを得ない。

また一方，図２のように，都市

化・近代化により，多くの目的

集団が地域の中から生まれてい

る。民主々義の発展のためには

これら集団の多元的存在が必要

であるという。しかし多くの目

的集団は，往々にして行政のリ

ードによって作られ，また，そ

れらは，その運営や活動の補助

を求めて行政によりかかり，そ

れを不思議としていない。区市

民課に事務局を置く30近くの団

体や委員会は，こうしたケース

で存在している，といっても過

言ではない。団体という存在

はその目的達成のために存在

し，その活動の消長はその内部

のエネルギーに左右されるべき

である。しかし現実には，行政

はこれら団体の多くが，自治会

8
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・町内会組織を基盤とし，ある

いは，これに扶助されて存立し

ている故に，自治会・町内会を

もっとも便益性のある組織とし

て活用し，敬意を表しているに

すぎない。目的集団や階層別集

団すら，この自治会・町内会組

織に頼らざるを得ない。または

関連をもたざるを得ないという

のが実態である。町内の婦人部

・町内の老人クラブ・町内の子

供会・体育・保健・防犯・青少

年・モニター…‥すべてが町内

会の資金的援助・推薦を得なけ

ればならない。募金や義援金と

いうもっとも奉仕的な行為すら

町内会単位で割り当てられ会費

から一括納入されている。この

ようなワクの中にはまり込んで

は自立的多元的集団もなかなか

芽をふいてこないのは当然であ

る。そしてその多くの責任が行

政側にあるといっても過言では

ない＜図３＞。さきの東京都の

調査によると「地域環境をよく

する組織活動に協力する意志の

ある人達が78％もあるという。

しかし，多くの市民は自からの

生活や生存が脅かされないかぎ

り，なかなか立上らないものだ

し，また地域の物事に関心を抱

88

は3,500世帯まであり，その成

立要件に従って様々である。し

かし調査によると組織の運営や

活動面からみて，もっとも適切

な構成世帯数として100世帯か

ら300世帯程度を過半数の人達

があげている。これは全市の平

均世帯数＜300世帯＞とも見合

う数値でもある。そこで自治会

・町内会によって，あるいはそ

れによらずして，平均300世帯

から１名の代表を選出してもら

い，市区政の事業やその執行状

況をきき，それを地域の人々に

伝え，その意志や要求をまとめ

ながら互いに討議する会議を，

半日を単位として２日間。年２

回ほど行ってばどうであろう

か。またこれに婦人・青年・老

人等の年令・性別による代表を

も併せてそれぞれの集団から選

出し討議に参加してもらうこと

である。これは，事務的にも政

治的にも様々な困難を伴ってい

るが，市民の政治的権利の回復

と自治への志向を回復するため

の手段となることだろう。

＜市民局市民課市民係長＞

くには，あまりにもめまぐるし

く余裕がない。公害・交通混乱

・住宅難・市民の流動化・政治

権利の喪失のなかで，都市はま

すますふくれあがろうとしてい

る。都市施設の整備・機能の充

実はますます要求されつつある

が，それがいくら整い立派にな

ったところで地域住民の人間と

しての連帯感・生活条件の向

上，そして，自らの町を自らが

おさめ，愛する事ができるよう

にする権利の確立がなければ，

人は都市に住んで果して幸福で

あろうか。そのためにはまず，

行政側での内部的連絡調整組織

を確立し，地区連合会で足ぶみ

している行政との直接接触を地

域住民まで，せめて自治会組織

まで及ぶよう努力すること。ま

た最終的には行政の拘束から開

放するための作業を大担に行な

うこと。同時に民間団体の丸抱

えをせめて助言・指導にとどめ

て，本来のエネルギーを発揮さ

せることである。

表31は自治会町内会の指導に対

しての長の意見である。多くの

組織は指導助言は求めてもその

組織の自主性自立性を強く主張

している。これが組織の人々の

声であるならば，行政は常にそ

の組織の人々と同じレベルに立

って考え，共に歩む姿勢をとる

べきであろう。本市の自治会町

内会組織は，小は７世帯から大

表31
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